


























































障制度改革国民会議において、同年 11 月から議論が始まり、2013 年 8 月 6 日には報告書（以下、「国
民会議報告書」）が取りまとめられた。
「国民会議報告書」で示された方針のうち医療保険に関するものとしては、財政基盤安定化のために





































































のように表される 5）。ただし、 )(iB は老人医療受給対象者以外にかかる給付費（公費負担分除く）、
 )(iT は保険者 iの老人保健給付費（公費負担分除く）、 )(iN は保険者 iの加入者数、そのうち )(iM
は保険者 iの老人医療受給対象者数である。（1）式の右辺第二項が老人保健拠出金にあたる。さらに、





















では差がないものとし、年齢別対象者 1人当たり老人保健給付費を )(at 、保険者 iの年齢別老人医療








































































































































































































と表される。ただし、 )(ab は全国平均の年齢別 1人当たり給付費である。さらに、年齢別 1人当
たり給付費を ),( iab として、 ),(),()( iaNiabiB aΣ= を用いて（9）式を整理しなおすと、





































































































いに格差があることから、2020 年度に比べ 2040 年度の 1人当たり所要保険料の散らばりは大きくな
る。現行制度と全面総報酬割導入時を比べると、後者の方が保険料水準は低くなるのは当然であるが、
最大と最小の差が現行制度では 4.6 万円、全面総報酬割導入時では 4.4 万円と散らばりもごく若干では
あるが抑えられる。しかしながら、医療給付費に対する政策規模が非常に小さいため、市町村国保財
図 2　全面総報酬割導入と国保保険料（2040 年度）






















































図 6は、2040 年度における 1人当たり所要保険料と高齢化率の相関図である。図 3と同様に 1人当












1人当たり医療費と 1人当たり所要保険料の相関について見たものが図 7である。こちらは図 4と
は違い、わずかながら両者の間に正の相関が観察される。地域差指数 0.1 の上昇当たり約 0.6 万円の 1























反対にマイナス 1.7 万円と大きく減少する地域もある。④実績給付費調整でも 1人当たり所要保険料
が増加する自治体が多いが、増減幅は③平均給付費調整に比べ小さく、最大 1.7 万円増、1.6 万円減で
ある。
図 7　制度改革後（既存の財政調整）の国保保険料と地域差指数との相関












































となり、保険者に関わらず 1人当たり保険料は均一となる。図 8で 1人当たり保険料の差が生じて
いるのは、財政力に応じて交付される調整交付金が自治体により異なるためである。
図 9は、図 8と同じ相関図を 2040 年度で見たものである。図 8に比べ、分布の散らばりが大きく
なっている。③平均給付費調整では現行制度に比べ 1人当たり保険料が低くなる自治体の方が多く、
最大で 2.3 万円増、マイナス 3.2 万円減である。これはむしろ、現行制度が将来の所要保険料をより高
止まりさせることによるものと考えられる。④実績給付費調整では 2020 年度と同様、現行制度に比べ
1人当たり所要保険料が高くなる自治体が多く、最大 1.6 万円増、マイナス 2.0 万円減である。
図 9から観察される③平均給付費調整のもう一つの特徴は、現行制度下で 1人当たり所要保険料が
高い自治体は、平均給付費調整の下ではより 1人当たり所要保険料が高くなるという点である。現行






図 10 はリスク構造調整の下での 2040 年度における 1人当たり所要保険料と高齢化率の相関図であ
る。図 3、図 6と同様に負の相関が観察されるがその程度は小さく、線形近似の決定係数は③平均給










図 11 はリスク構造調整の下での 2040 年度における 1人当たり所要保険料と 1人当たり医療費の相
関図である。③平均給付費調整では両者の間に強い相関が見られ、地域差指数 0.1 上昇に対して 1人



























険料と、所要保険料率の 2040 年度まで基本統計量をまとめたものである 8）。
現行制度の下では、1人当たり所要保険料は平均で 2010 年度の 10.3 万円から 2040 年度の 11.1 万円
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険者数を『健康保険・船員保険被保険者実態調査（平成 22 年 10 月）』（厚生労働省）から得られる年
齢階級別被保険者数の割合で按分したものを年齢階級別被保険者数とし、共済組合については、「医療
保険制度に関する基礎資料（平成 24 年 12 月）」（厚生労働省保険局調査課）から得られる年齢階級別
被保険者数（平成 22 年度平均）をそのまま用いた。これらを『平成 22 年国勢調査』より得られる年
齢階級別人口で除し、3保険者の年齢階級別被保険者割合を求めた。被保険者割合は将来も一定であ
るとして、『日本の将来推計人口（平成 24 年 1 月推計）』（国立社会保障・人口問題研究所）の年齢階
級別人口から 2040 年までの 5年おきの保険者別被保険者数を推計した。
同時に、保険者別年齢階級別被扶養者数の推計も必要となる。協会けんぽ（一般）と組合健保につ





級別×被扶養者の年齢階級別・被保険者 1人当たり被扶養者数と年齢階級別被保険者数（平成 22 年度
平均）から計算される被扶養者年齢階級別被扶養者数が、「医療保険制度に関する基礎資料（平成 24





保について、『健康保険・船員保険被保険者実態調査（平成 22 年 10 月）』（厚生労働省）から得られる
年齢階級別平均総報酬額が、福井（2013）で想定されている賃金上昇率で増加していくものとして将
来の年齢階級別平均総報酬額を推計し、年齢階級別被保険者数に乗じてそれぞれの総報酬額を推計し
た。共済組合については、「医療保険制度に関する基礎資料（平成 24 年 12 月）」（厚生労働省保険局調






おいてはその 2／ 3が加入者数に応じて、1／ 3が 3 保険者の総報酬額割合に応じて負担されるとし
て各保険者の後期高齢者支援金を求めた。全面総報酬割においてはすべてが総報酬額割合に応じて負
担されるとして各保険者の後期高齢者支援金を求め、全面総報酬割導入による協会けんぽの後期高齢










るように比例調整した。これを「人口推計」（総務省）から得られる 2007 年 10 月時点の人口で除した
ものを都道府県別×年齢階級別被保険者割合とした。このうち、75 歳以上の 5歳刻みの被保険者割合
と将来推計人口を用いて、後期高齢者医療制度が廃止された場合の 75 歳以上市町村国保被保険者数を








こうして求めた 75 歳以上の都道府県別×年齢階級別 1人当たり所得と将来推計人口より 2040 年まで











　　　　＝当該保険者の 1人当たり 75 歳以上給付費×当該保険者の加入者数
　　　　　×（全国平均の 75 歳以上加入率－当該保険の 75 歳以上加入率）
が加わる。
③リスク構造調整（平均給付費調整）の場合、全制度平均の 1人当たり給付費から全制度共通の 1
人当たり保険料を算定する必要がある。まず、「医療保険制度に関する基礎資料（平成 24 年 12 月）」
（厚生労働省保険局調査課）から得られる年齢階級別給付費と年齢階級別加入者数（医療保険制度計）
から 2010 年度の年齢階級別 1人当たり給付費を推計し、これを福井（2013）のケース 1の伸び率を用













＊ 本稿の研究の一部は科学研究費補助金・基盤研究（C）12008193 からの助成を受けている。本誌の 2名の
匿名の査読者からは貴重かつ有益なコメントを頂戴した。ここに記して感謝の意を表したい。




２）厚生労働省の試算によれば、平成 23 年度に、全面加入者割の下では、加入者 1人当たり総報酬が 573 万
円の保険者では拠出を賄うための所要保険料率は 0.8％、加入者 1人当たり総報酬が 146 万円の保険者で
は同じく 3.2％と 2.4％ポイントの差が生じるところ、総報酬割の一部導入により、前者は 1.2％と 0.4％
ポイントの負担増、後者は 2.7％とマイナス 5.0％ポイントの負担減となり、所要保険料率の格差は若干
縮小した（出所：第 58 回社会保障審議会医療保険部会（平成 24 年 11 月 16 日）　資料 2）。
３）全面総報酬割により生ずる財源とは、加入者割がなくなることにより協会けんぽの後期高齢者支援金が
軽減され、支援金に対する公費負担 16.4％分が不要となるものであり、平成 27 年度時点で 2,300 億円と
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The final report submitted by the National Council on Social Security System Reform included a 
newly revised proposal for reforms to the healthcare system. The report proposed the continuing of the 
Healthcare System for the Later-Stage Elderly (HSLE), of which the abolition had been planned before. 
Additionally, the report advocated all contribution of the insurers for the employees to the HSLE to be 
allocated in proportion to total rewards of employees in each insurer. The governmental subsidy saved 
by the reallocation is to be used as an additional financial support for municipally managed National 
Health Insurances (NHIs). 
In this paper, we used a revised long-term projection model of municipal NHIs’ finance to estimate 
the effect of such new policies on the future insurance premium of municipal NHIs. The abolition of the 
HSLE enables various financial adjustments between insurers that take the place of the present system. 
We examined what kind of financial adjustment is preferable for the future municipal NHIs’ finance.  
We found that NHIs’ insurance premium and the rate of aging have negative correlation under the 
present system and that insurance premium does not clearly reflect to the medical expenditure in each 
area. In an aging society, we need a new financial adjustment system under which the insurance 
premium correlates to the regional medical expenditure more substantially. 
Keywords : Municipal National Health Insurance, Future Projection, Healthcare Benefits, Financial 
Adjustment between Insurers, Regional Difference
